
事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) - - - -

74

-

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

グローバル化が急速に進展する今日の世界情勢において、我が国が強力な国際競争力を有し、高度・複雑かつ多種多様な諸問題に適切に対応していくため、国際業務研修を実
施することにより、国際化に対応できる人材を育成するとともに、組織の国際競争力の強化を図る。具体的には、米国、英国、仏国等にある国際機関等に職員を派遣し実務研修及
び調査研究等に従事する「外国政府等職員交流研修プログラム」等を実施する。

実施方法 直接実施、委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 24 65 73

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

84 84 84 74 74

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 84 84 84 74 74

- - -

-

平成9年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

2023 文科 22 0472

文部科学省

政策 13　豊かな国際社会の構築に資する国際交流・協力の推進

事業の目的
（5行程度以内）

文部科学省職員等を諸外国の行政・教育・文化機関等に派遣し、実務研修及び当該国の教育・科学技術等に係る調査研究に従事させることにより、国際関係業務遂行能力の向
上を図り、研修修了後には中・長期的に国際関係分野の業務で活用される人材を育成する。

大臣官房国際課
大臣官房国際課長
北山　浩士

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

-

事業名 国際業務研修の実施 担当部局庁 大臣官房国際課 作成責任者

事業開始年度

施策 13-1 国際交流の推進

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

-

事業概要URL
-

(項)
令和5・6年度

予算内訳
（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 74

74

87%

執行率（％）
=(G)/(F)

29% 77% 87%

国際交流・協力推進費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
29%

主な増減理由（・要望額・予備費）

77%

令和6年度要求

　

　

　

(目) 教職員研修費

その他

74

米国、英国、仏国等にある国際機関等に職員を派遣し、実務研修及び調査研究等に従事させている。
派遣者の多くが帰国後に国際関連業務に従事している実績があり、国際関係分野の業務で活用される人材の育成という目的の達成に大きく寄与している。

令和6年度要求

-

-

-



-

-

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

1316 14

成果実績

3

目標値 か国 6

50 50

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

14

国際関係分野で活用できる人材育成を目的としている事業であることから、帰国後の国際関係業務ポストへの配置について、これまでと同割合を維持する。

81.8％

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

5

5

-

毎年度の派遣において、帰国後の国際関連業務への配置を目指し人事計画を策定する等を積み重ねることにより、配置率を高めることできると見込まれるため。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

派遣国調査

令和2年度 令和3年度

72.7

- 年度

派遣された者が、帰国後5年以内に国
際企画・国際交流等、国際関連業務を
主たる業務とするポストに配置される。

過去5年に派遣された者のうち、帰国
後に国際企画・国際交流等、国際関
連業務を主たる業務とするポストに
配置された経験のある人数。（目標
値は過去5年に派遣された総数の
100％で設定。） 達成度

単位 令和2年度

73

目標最終年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

国際人材の育成のため、国際機関や
海外の高等教育機関に職員を派遣す
る。

「行政官等国際業務研修プロ
グラム」等派遣人数

活動実績

年度

6 6

定量的な成果指標 単位

人 13

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 人

- -

14

活動目標 活動指標

13

達成度 ％

より多くの諸外国での活動を通じて、幅
広い国際分野で活用できる人材を獲得
する。

本事業で派遣した国数

成果実績 か国 3 3

50

国際人材の育成及び組織の国際力強化のため、職員を対象として、国際機関や海外の高等教育機関での研修を実施する。また、帰国後には当該事業成果を他
の職員等に対し報告会にて共有する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

-

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

帰国後の職務の追跡調査

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

55

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

人 46 48 45

目標値 人 63 66 55



-

目標年度における効果測定に関する評価（令和○年度実施）

-
点検結果

アクティビティ①について、長期の設定指標は順調に推移している。本事業に参加した者の
多くが帰国後国際関連業務に従事している実績を見ると、国際関係分野の業務で活用され
る人材の育成という目的の達成に大きく寄与しているものと考える。
また、支出先の選定にあたっては、研修内容の改善工夫や業者開拓等の取り組みを恒常
的に行う事により、競争性の確保の観点において環境の改善が図られている。

本事業は、事業の執行面で特段の問題等は見られないが、短期アウトカムにおいて成果実績が目標値を下回り続けている状況が見られるため、目標値等につい
て検証を行って事業の成果や方向性について検討を行うこと。

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外

0428

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0397

-

-

令和2年度 文部科学省 0398

令和4年度 2022 文科 21

参加者の多くが本事業への参加を有意義であったと感じ、帰国後は多くの者が国際関係業務に配属されているところ、更なる研修の充実に向け、研修内容につい
ては今後も内外情勢の変化に柔軟に対応していくこととしている。また、引き続きプログラム仕様書の随時の見直しにより、競争性の確保及び単位当たりコストの
低減に努めつつ、国際関係分野で活躍できる人材の育成を推進していく。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

令和元年度

平成28年度 392

平成29年度 400

令和3年度

平成27年度

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 6

平成25年度 416

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

本事業の短期アウトカムの成果実績が目標値を下回っているのは、コロナ禍において研修受入を中断した国があったためと分析している。研修受入再開までに時
間を要する国も見込まれることから、今後目標値について見直しを図りたいと考える。執行率は90％近くなっており、今後も効果的に事業を実施するため、前年度
と同じ額を要求する

事業内容の一部改善

執行等改善

409

平成30年度 404

平成23年度 6

平成26年度 415

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善



　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

計 1.1 計

役務費 研修の企画、指導、運営等に係る経費 1.1

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

C. D.

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 1 計 0.7

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

研修実施費 講師による授業実施に要する経費 1 研修実施費 講師による授業実施に要する経費 0.7

文部科学省

73百万円

A.国際業務研修生

英語研修の実施

民間会社

（株式会社 インターグ

ループ）

１百万円

国際業務研修の実施

研修渡航費

滞在費

語学研修費

70百万円

B.国際教育交流担当職

員長期研修プログラム

派遣前集中英語研修

民間会社

（株式会社 インターグ

ループ、株式会社 日米

英語学院）

1百万円

C.国際教育交流担当職

員長期研修プログラム

派遣準備等の実施

民間会社

（株式会社 ACEJ）

1百万円

次年度に国際教育交流

担当職員長期研修プロ

グラムへの参加を予定

する者に対し、国内で英

語研修を実施

国際教育交流担当職員

長期研修プログラム参

加者に対し、渡航に向け

て集中的に国内で英語

①米国への渡航前準備

のための日本でのオリ

エンテーションと渡航直

後の米国でのオリエテー

ションプログラム実施及

び期間中の研修内容及

び生活面等のサポート

及び緊急時の対応。

②帰国前研修成果共有

会等の実施

請負【一般競争契約（最低価格）】 請負【随意契約（少額）】 請負【随意契約（少額）】



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

-

100％ -

2 株式会社　ACEJ 6011101061833
米国への渡航前準備のため，日本でのオリエンテー
ションと渡航直後の米国でのオリエンテーションプログ
ラムを実施し，期間中の研修内容及び生活面等のサ
ポート及び緊急時の対応を行う。

0.3
随意契約（少

額）
- 100％

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社　ACEJ 6011101061833 帰国前研修成果共有会等の実施 0.8
随意契約（少

額）
-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

2 株式会社　インターグループ
国際教育交流担当職員長期研修プログラムへの参加
者を対象に、渡航に向けて集中的に国内で英語研修を
実施

0.4
随意契約（少

額）
- 100％ -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社　日米英語学院

8120001060882

国際関係業務に携わる職員及び将来的に携わることを
希望している職員を対象に、英語能力向上を目的とし
て国内で英語研修を実施。

0.7
随意契約（少

額）
- 100％3120001068641

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社　インターグループ 8120001060882
次年度に国際教育交流担当職員長期研修プログラム
への参加を希望する者を対象に、国内で１年間の英語
研修を実施。

1
一般競争契約
（最低価格）

3 50.9％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率


	行政事業レビューシート

